
建築着工統計調査（補正調査）の移行期の集計方法

経済産業省生産動態統計調査の欠測値補完方法の検証

本日の議題

公的統計の精度向上の取組
統計技術の評価に資する事項
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建築着工統計調査 補正調査の概要

調査の目的

抽出方法（二段抽出法）

調査方法

・建築物の竣工時に実際にかかった費用（工事実施額）及び床面積
（実施床面積）を調査し、着工時における工事費予定額及び床面
積とのかい離を明らかにする。

・調査実施市区を選定（291市区）

・抽出した建築物の工事が完了したときに職員等が実地調査

・調査実施市区の着工建築物について、都道府県別木造・非木造別に定
めた抽出率により抽出 ※標本サイズは5,000件程度／年（実績）
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木造・非木造計
の予定単価の誤差率 4.8％ 0.8％

総務省・統計委員会が示した補正調査の見直し

3



t 年 t+1 年 t+2 年

t 年

t+1 年

t+2 年

届

出

年

完 成 年

旧抽出法
（比例配分）

新抽出法
（悉皆・ネイマン配分）

移行期に問題
・届出年（着工年）に抽出

・完成年（竣工年）に調査

補正調査の調査対象年
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届出年の条件付確率による復元が必要
木造 非木造

20億円
以上

１～20
億円

１億円
未満

t年 t+1年 t+2年 t年 t+1年 t+2年

t年 t+1年 t+2年 t年 t+1年 t+2年

t年 t+1年 t+2年 t年 t+1年 t+2年
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𝑖

 

𝑗

 

𝑙

 

𝑚

𝑁(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙)
𝑋(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙, 𝑚)

𝑛(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙)

i : 構造（木造・非木造）

j : 工事予定額階級（20億円以上、1～20億円、1億円未満）

k : 完成年

l : 届出年（着工年）

m: 標本インデックス

N: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, の建築物 総数

n: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, の抽出標本数

X: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, 標本インデックスmの標本の観測値

計測不能なデータ

 

𝑖

 

𝑗

 

𝑙

 

𝑚

𝑁′(𝑖, 𝑗, 𝑘′ , 𝑙)
𝑋(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙, 𝑚)

𝑛(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙)
≒

k’ : 完成予定年

N’: 構造i, 工事予定額階級j, 完成予定年k’, 届出年l, の建築物 総数

集計算式１

=t+2

=t+2

=t+2

=t+2

=t+2

=t+2

t : 旧方式による抽出最終年,  t+2 : 調査年
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集計算式２

i : 構造（木造・非木造）

j : 工事予定額階級（20億円以上、1～20億円、1億円未満）

k : 完成年

l : 届出年（着工年）
m: 標本インデックス

N: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, の建築物 総数

n: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, の抽出標本数

X: 構造i, 工事予定額階級j, 完成年k, 届出年l, 標本インデックスmの標本の観測値

k’ : 完成予定年

N’: 構造i, 工事予定額階級j, 完成予定年k’, 届出年l, の建築物 総数

※ 母数Nと標本数nの「完成年」条件を無視
つまり観測値 X 抽出時の抽出率の逆数
⇒N／nが抽出作業時に予め計算されている

 

𝑖

 

𝑗

 

𝑙

 

𝑚

𝑁′(𝑖, 𝑗, 𝑙)
𝑋(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙, 𝑚)

𝑛(𝑖, 𝑗, 𝑙)

=t+2

t : 旧方式による抽出最終年, t+2 : 調査年
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集計算式２で歪みが生じないか確認
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木造 非木造

リサンプリング
データ

標本空間の
平均

試算結果
1000件の平均

(標準偏差)

リサンプリング
データ

標本空間の
平均

試算結果
1000件の平均

(標準偏差)

2010-2012年 1.01 1.014(0.004) 2010-2012年 1.07 1.069(0.009)

2011-2013年 1.02 1.022(0.002) 2011-2013年 1.02 1.014(0.007)

2012-2014年 1.03 1.029(0.003) 2012-2014年 1.04 1.049(0.015)

2013-2015年 1.03 1.031(0.004) 2013-2015年 1.04 1.043(0.005)

2014-2016年 1.03 1.023(0.003) 2014-2016年 1.05 1.037(0.003)

改定率のリサンプリングシミュレーション結果
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■ いずれの年においても概ね偏り無く推計できてい
ると判断？

■ 特殊処理は短期であることも踏まえれば、簡易な
方法による集計においても、公的統計としての
品質を維持し単価及び補正率が推計されるものと
判断？

改定率のリサンプリングシミュレーション結果
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集計方法１（２つの提示式のうちの１つ目）

■
本
体
調
査
の
３
年
分
を
全
数
集
計
し
、

①
２
０
２
１
年
完
成
予
定
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築
物
だ
け
抽
出

②
構
造
別
、
工
事
予
定
額
階
級
別
、
着
工
年
別

に
集
計
し
各
セ
ル
の
Ｎ
を
計
算

■
各
セ
ル
の
回
収
標
本
数
ｎ
を
計
算

■
Ｎ
／
ｎ
を
集
計
ウ
エ
イ
ト
に
用
い
る

集計算式１

まとめ
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集計方法２（２つの提示式のうちの２つ目）

（完成時期・完成予定時期に依存しない）抽出時の標本 X(i,j,k,l,m) の抽出率

の逆数をウエイトとする集計を実施

まとめ

 

𝑖

 

𝑗

 

𝑙

 

𝑚

𝑁′(𝑖, 𝑗, 𝑙)
𝑋(𝑖, 𝑗, 𝑘 , 𝑙, 𝑚)

𝑛(𝑖, 𝑗, 𝑙)

=t+2
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ご審議をお願いしたい論点

■ 簡易な方法を使うことの是非について

■ 移行期の集計の設計上、他に留意すべき点
はないか

■ 完全に移行した後の集計について、アドバイス
はないか
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経済産業省生産動態統計調査の欠測値補完方法の検証

建築着工統計調査（補正調査）の移行期の集計方法

本日の議題
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平成28年度統計法施行状況審議結果報告書（統計精度検査編）（平成30年3月 統計委員会）
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平成28年度統計法施行状況審議結果報告書（統計精度検査編）（平成30年3月 統計委員会）
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端緒の分析を総務省統計研究研修所に依頼

■ 経済産業省生産動態統計調査はシンプルな過去の
回答結果をそのまま使用した単一補完

(LOCF: Last Observation Carried Forward )を採用

■ 経済産業省生産動態統計調査を選択
■ 検討の端緒として自動車等の調査票を選択
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◆ 自動車等の調査票を選定した理由
ア 販売金額が比較的高額
イ 当該品目を生産又は販売している事業所数が比較的少ない
ウ 販売金額別の事業所数の分布に偏りがみられる

◆ 分析対象期間
リーマンショック前後を含む2003年１月分～2017年12月分

までの15年分（180か月）とした。

◆ 項目
主要な指標である「販売金額」をシミュレーションの対象

LOCFの影響を受けやすいと判断
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名称

軽乗用車

小型乗用車

普通乗用車

バスシャシー（完成車を含む） － 小型バス

バスシャシー（完成車を含む） － 大型バス

トラックシャシー（完成車を含む） － 軽自動車

トラックシャシー（完成車を含む） － 小型自動車 － ガソリン車

トラックシャシー（完成車を含む） － 小型自動車 － ディーゼル車

トラックシャシー（完成車を含む） － 普通自動車－ ガソリン車

トラックシャシー（完成車を含む） － 普通自動車－ ディーゼル車

トラックシャシー（完成車を含む） － けん引車

特殊自動車

トレーラ

分析に使用した品目一覧
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シミュレーションによるクロスバリデーション
① ローテーションで１事業所のデータを全期間欠測させた複数(m個)のデータセットを作成し、各データ
セットの平均や総和、分散などの統計量（𝜃）を計算

② 上記①で求めたm個の統計量から母数(  𝜃)や標本誤差(𝑆𝜃)等を計算

時
点

事業所

θ1

θ2

θm－１

θm

S(θ)θ

・
・
・
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θ θ1 θ2 ･･･ θm-1 θm

この差を比較することで、補完のパフォーマンスを検証

シミュレーションによるクロスバリデーション

欠測値補完
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(1) LOCF（現状）
(2) 平均値代入法
(3) 年間の伸び率によるLOCFの補正
(4) ３年ごとの伸び率によるLOCFの補正
(5) 前年同月比を使用したLOCFの補正

パフォーマンスを確認した補完方法

平均乖離率 絶対値平均乖離率
でパフォーマンスを確認
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LOCF

平均値代入法

伸び率補正（1年）

伸び率補正（3年）

伸び率補正（前年同月比）
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絶対値平均乖離率
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■ 自動車等の調査票情報について、現在採用され
ているLOCFは、他の方法と比べてもパフォーマン
スは劣らない

■ 品目ごとに見ても、おおむね同様の結果

■ ただし、急激に金額の水準が変化している一部
品目では、LOCFのパフォーマンスが低下する傾向
及び補正を行うことでLOCF開始時の水準までパ
フォーマンスが改善
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LOCFの開始年 𝑎 = {2003, 2004, 2005, 2006, 2007, 2008}を１年ず
つずらした10年間のシミュレーションを、2003年開始から2008年

開始まで６セット行い、LOCFの開始後の経過年数ごとの平均乖
離率の平均を求めた。

, ,

ウインドウ分析

2003 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

１年目の平均

２年目の平均

３年目の平均
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■ 時間が経過すれば、乖離は拡大するものの、一部の特殊
な品目を除き長期的に乖離が極端に拡大する傾向は観測され
なかった。

■ 数年程度であれば、一部の特殊な品目を除き、LOCFは有効
に機能
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考えられること

ⅰ）自動車等に含まれる品目のうち、金額の変動が大きくない品
目であって補完期間が５年に至るものについて、５年毎に実施
される経済センサス-活動調査を活用し、経済センサス-活動調
査の当該事業所の伸び率等でLOCF値を補正するなどの対応を
行う。

ⅱ）自動車等に含まれる品目のうち、複数年に渡り金額の大きな
変動が続いている品目については、２年以内に同じ品目内の伸
び率等を乗じてLOCF値を補正し、併せて、５年毎の経済セン
サス-活動調査の当該事業所の結果を用いて補正するなどの対
応を行う。 30



考えられること

■ 今回の検証は、検討の端緒として自動車等の調査票に限ってクロスバリ
デーション法を応用。したがって厳密には他品目にこの成果は応用できな
い。

■ 一方、経済産業省生産動態統計調査の全調査票に対し検証を行うには時間
がかかる。そして、経済産業省生産動態統計調査の結果作成は絶えず行われ
ており、自動車以外の他の調査票に対しても、期限を定めないLOCFが継続
されている状況にある

■ 自動車等の検証結果は、常識的かつ包括的な考え方での対応

検証を行っていない品目についても、当該ルールを暫定的に
導入して対応することが考えられる
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ご審議をお願いしたい論点

■ 安定した推移をしている間、LOCFの値を
５年毎に見直すことでよいか

■ 自動車以外の他の品目についても、安定した
推移をしている品目について、暫定的に５年毎
に見直すことでよいか

■ 欠測値補完について、何かアドバイスはないか
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